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職員の皆さんへ 

令和６年度に発生した公務内外における数々の不祥事は、京都市全体の信頼を

大きく揺るがすものであり、極めて重く受け止めています。 

これらの事案を職員一人ひとりが自分事として受け止め、「職務の公正さについ

て市民の皆様から疑念を抱かれることはしない」という公務員倫理の基本を改め

て徹底するとともに、職場での問題には声を掛け合い、不祥事を未然に防ぐことが

できる風通しの良い組織風土を醸成しなければなりません。過去の不祥事を乗り

越えた経験も生かし、粘り強くコンプライアンスの確保に取り組んでいく必要があ

ります。 

令和６年夏の人事管理・組織風土に係る全庁点検では、個人や組織の「緩み」や

「チャレンジしづらい雰囲気」 等の課題が明らかとなりました。 

コンプライアンスや公務員倫理は、決して言葉だけの「お飾り」ではありません。

市民の皆様からの信頼を得て、市政を前進させるための基盤となるものです。 

不正を行わない、不正を許さないことは当然ですが、同時に、「緩み」なく、一人

ひとりが自らの職務を果たしていくことが重要です。私や幹部職員が先頭に立ち、

その姿勢を徹底します。 

また、私が大切にしているのは「対話」です。人と人、組織と組織、様々な垣根を

低くして、職員同士の対話に限らず、市民の皆様をはじめとした多様な主体との対

話を通じて、互いに理解を深め、課題を共有し、共に解決策を探り、そして、喜びを

分かち合う。それが、より良い市役所、より良い京都のまちづくりに繋がるものと

考えています。 

私は、職員一人ひとりが、京都の未来を担う、高い志と能力を持った方々である

と、これまで共に仕事をする中で確信しています。失敗を恐れずに、常に挑戦し続

け、そして、困難な時こそ、声を上げ、議論を深め、共に乗り越えていきましょう。 

そのためにも、一人ひとりの心理的安全性を確保することが不可欠です。上司や

同僚に意見を否定されることなく、自由に発言できる環境を、特に幹部職員の皆

さんが率先して醸成してください。風通しの良い組織風土を作っていくことが不祥

事の根絶に繋がるものと確信しています。 

この指針を、職員としての使命感や誇りを持って職務を遂行するための「拠り

所」とし、未来の職員を含め、皆さんと共に、市民に信頼される、明るく前向きな京

都市役所を創造していきましょう。 

令和７年３月 

京都市長 
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本市では、平成１８年度に多数の逮捕者、懲戒処分者を出す不祥事が相次ぎ、市

民の信頼を損なう深刻な事態となりました。そのような中、平成１８年８月に「信頼

回復と再生のための抜本改革大綱」（以下「抜本改革大綱」という。）を策定のうえ、

不祥事根絶のための徹底した取組を全庁挙げて進めてきました。 

その後、不祥事を抑止するだけでなく、公のために働く誇りと使命感に溢れ、市

民の目線に立った自律的かつ能動的な組織文化を確立し、コンプライアンスについ

て、職員が共通の認識をもって実践していくため、抜本改革大綱の精神を継承し発

展させるものとして、平成２１年９月に「コンプライアンス推進指針」（以下「旧指針」

という。）を策定しました。 

旧指針に基づき、コンプライアンスの確保に向けた取組を実施するとともに、職

員の誇りや使命感、やりがい等を高める取組を進めた結果、職員一人ひとりの規

範意識、倫理観が高まり、懲戒処分件数が大幅に減少する等、コンプライアンスに

関する意識が根付いてきていた状況でした。 

しかし、令和６年度、公務内外を問わず不祥事が続発しており、そうした状況への

強い危機感から、令和６年７月に、市長を本部長とするコンプライアンス推進本部

会議を開催し、本部の下に設置した３つのチームにおいて、個別事案の検証等に取

り組んできました。 

そのうちの人事管理・組織風土点検チームにおいて、不祥事の発生に繋がる土

壌等がないか全庁的に点検を実施した結果、一部において職員の規範意識、職場

の風通し、職員指導、長期在職者の人事異動等に課題が生じており、個人や組織に

「緩み」が生じていたことが判明しました。 

こうした緩みは放置すると不祥事に繋がる可能性があるため、小さな緩みも生

じさせないよう、取り組んでいく必要があります。そこで、改めて職員一人ひとりの

コンプライアンス意識・規範意識を高めていくため、旧指針を見直し、新たな「コン

プライアンス推進指針」として再構成しました。 

本指針は、職員個人の行動のあり方を示すものです。もちろん行動すべき全てを

網羅できているわけではありませんが、迷った場合は、本指針に立ち返っていただ

き、自分自身の行動を見つめ直すために活用してください。 

本指針について 
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１ コンプライアンスとは 
 

 

 

 

「コンプライアンス」は、一般的には「法令遵守」と訳されますが、実際に自治体や

企業でその言葉が使われる時には、もう少し広く捉え、「組織として幅広く、社会か

ら求められる期待や要請に応えること」等とされています。 

「法令遵守」が公務員としての基本であることは言うまでもありません。これを果

たさなければ、市民の信頼を一瞬で失ってしまうことを、我々は改めて強く意識す

る必要があります。そのため、行政を進めるに当たっては、市政全般に関する法令

を十分に理解し、とりわけ自己の業務に関する法令について精通し、正しく理解し

て適正に執行しなければなりません。 

そのうえで、広く社会から求められる期待や要請に応えることについても意識し

て行動することが必要です。 

仮に、法令遵守だけを徹底すれば、それは型にはまったことをするだけになり、

社会が求めているものとはかい離が生じ、物事の本質を見失う可能性があります。 

市民に信頼される京都市職員であるためには、「法令遵守」は当然のこととし、そ

のうえで社会情勢や市民から求められる期待等に対して、「法の一般原則※」に照ら

して、創造性を働かせ自らが主体となり、柔軟に対応していくことが、私たちには

求められています。 

言い換えると、次のとおりです。 

 

 

 

 

 これが京都市職員にとってのコンプライアンスであり、職員一人ひとりに、より一

層定着させていく必要があります。 

 

※ 法の一般原則 

具体的には、「信義誠実の原則」、「権限濫用の禁止原則」、「比例原則」、「平等原則」に加え、

「市民参加」、「説明責任」、「透明性」、「基準準拠」、「効率性」等を含意するもの 

京都市職員にとってのコンプライアンスとは 

法令に従い、これを確実に守るという基本を徹底するとともに、 

常に『法の一般原則』に立ち返り、創造的かつ主体的に職務を遂行すること 
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２ コンプライアンス推進の考え方 
 

本市のコンプライアンス推進の考え方について、以下のとおり示します。 

 

本市がコンプライアンスを推進し、目指すべき姿は「市民に信頼され、職員が前

向きに仕事に取り組む市役所」の実現です。 

市政を推進していくためには、市民に信頼されるということは大前提ですが、そ

れに加え、私たち職員が前向きに仕事に取り組むことができる市役所を目指すこ

とが、職員自身のモチベーションにもつながり、働きやすさにもつながると考えて

います。 

人事管理・組織風土に係る全庁的な点検により分析した「不祥事に繋がりかねな

い小さな緩みも生じさせない、服務規律・コンプライアンスの徹底」という方向性の

下、「公私にわたる高い規範意識」【人】、「法令等を遵守した適正な業務執行」【業

務】、「風通しの良い組織風土の醸成」【組織】の３つの視点に基づいた具体的な行

動を実践することで、私たち一人ひとりが責任ある行動を取り、質の高い行政サー

ビスを提供し、市政を前に進めるという目指すべき本市の姿を実現します。 

【人】        【業務】       【組織】 
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３ 公私にわたる高い規範意識 
 

【具体的な行動】 

□ 京都市職員として高い規範意識・倫理観を保持しましょう 

□ 公務内外を問わず、市民から負託を受けた公務員としての自覚を持っ

て行動しましょう 

□ 非違行為や市政に対する市民の信頼を傷つける行為は決して行わない

ようにしましょう 

 

【基本的な考え方】 

○ 京都市職員としての使命感・誇りを忘れることなく、一人ひとりが高い規範意識・倫理

観を持って行動し、市民に信頼感を与える職員である必要があります。 

 

○ 犯罪行為はもとより、そうした行為に限らず、例えば、遅刻、中抜け（業務時間中に業

務を離れて別の場所に行ったりすること）、ＳＮＳに他者から見て不快感や不信感を抱

かせるような投稿をすること、また、市民への説明・対応が不誠実なものであった場合

等も、市民の信頼を損ねる行為になります。 

 

○ 職務の内外を問わず、常に京都市職員として見られていることを肝に銘じ、自らの行

動が公務に対する信頼に影響を及ぼすことを深く認識し、市民から疑惑や不信を招く

行為は決して行わないようにしましょう。 

 たとえ、プライベートの行為であっても、その行為を見ていた市民が、行為者が京都市

職員であると知ったときには、「個人」ではなく「京都市職員」がしたことだと考えますの

で、それは京都市全体の評価にもつながります。誰に対しても自信を持って説明できる

行動がとれているかを確認しましょう。 

 

○ 非違行為その他の市政に対する市民の信頼を傷付ける行為は、それが一部の職員の

行為であったとしても、これまで多くの職員が真摯な努力により築き上げてきた市政に

対する信頼を一瞬にして瓦解させるものであることを改めて認識することが必要です。

また、行為者自身は、厳正かつ公正に対処されることになります。 

 

○ 自らの規範意識を高めることで自信が生まれ、公務員としての責任ある行動を行うこ

とが、市民からの信頼を得るための基本です。 
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○ 職員に服務規律違反等があった場合は、地方公務員法第２９条の規定に基づき懲戒処分（免

職、停職、減給、戒告）を行うことがあります。 

○ 本市では、過去の不祥事例を類型化し、標準的な懲戒処分の基準を掲げた指針を策定してお

り、万が一、指針に掲げられている非違行為等に及んだ場合は、厳正かつ公正に対処します。 

 

○ 地方公務員法第３８条において、報酬を得て事業に従事するなどの行為（いわゆる副業行為）

は原則禁止されています。 

○ 任命権者の許可（営利企業等の従事許可）を得れば、例外的に認められることはありますが、

必ず事前に所属長等に相談してください。 

【主な制度・取組等】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○ 職員は公務外においても、自覚ある行動をとらなければなりません。 

○ さらに、管理職員からの注意喚起も重要です。公務外のことにどこまで指導すべきか、指導

が十分に行き渡らないということもありますが、実際に不祥事は生じています。そうした事実

を繰り返し周知すること等を通じて、意識付けを図ってください。コンプライアンス推進室から

発出する通知やコンプライアンス通信等により、実際に生じた不祥事等に関連した注意喚起を

行っていますので、そうしたものも活用いただき、部下職員に対して周知してください。 

 

公務外非行の防止 

 

 

○ 職員が利害関係のある業者から接待や賄賂を受けるなど、職務執行の公正さを疑わしめる

ような行為の防止を図ることなどを目的としています。 

○ この条例は、利害関係のある業者、例えば業務の中で委託関係にある業者などと付き合うう

えでの注意事項や禁止事項を定めたもので、職員が職務や地位を私的利益のために利用する

ことを防止するとともに、職員が業者等から利用されないため、職員を守るために、職員と業

者との適切な付き合い方を定めているものです。 

○ 利害関係者から、贈答品や接待を受けることは禁止されています。職務上の必要性に基づ

き、利害関係者から飲食の提供を受ける場合は、必ず所定の届出を行いましょう。 

○ 利害関係者に該当しない事業者等であっても、その者から社交の程度を超えて繰り返し接待

を受けるなどの行為は許されません。万一、贈答品が送られてきた場合は、所属長等に報告の

うえ、速やかに返送してください。 

京都市職員の倫理の保持に関する条例 

京都市職員の懲戒処分に関する指針 

 

営利企業等の従事許可 

 

【ＳＮＳ利用について】 
○ 公務外での不祥事では、最近、ＳＮＳの利用を契機とした事案が生じています。ＳＮＳは
その匿名性などから倫理観が緩みやすく、犯罪行為等にも容易にアクセスできてしまうリ
スクもあります。そうした特性を十分に理解するとともに、節度を持った使用に努める必
要があります。 

○ ＳＮＳによる情報発信についても慎重な取扱いが必要です。誹謗中傷・名誉棄損はもと
より、不確かな情報や間違った情報を発信していないか、個人的な意見や匿名での発信
であったとしても、職員として責任のある行動を心がけてください。ＳＮＳ上の言動は、実
際の言動と同等の重みがあることに十分留意が必要です。 
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４ 法令等を遵守した適正な業務執行 
 

【具体的な行動】 

□ 前例踏襲ではなく、根拠を確認し、法令やルールに基づいた業務執行

を徹底しましょう 

□ 事務処理誤りは経験年数などを問わず誰にでも起こり得るものとして

注意しましょう 

□ 業務上の課題や問題点は組織的に共有しましょう 

□ 問題や誤りが発生した場合は速やかに上司に報告し、組織的な対応を

徹底しましょう 

 

【基本的な考え方】 

○ 「前任者がこうしていたから」、「これまでのやり方だから間違ってはいない」といった

判断で業務を行うのではなく、事務処理の根拠となる法令等を確認する等して、適切な

事務処理を徹底しましょう。 

 

○ 法令改正や制度変更等がある場合は、その内容を正しく理解し、当該改正等が所管業

務に及ぼす影響を把握し、事務手順やマニュアルの変更等、必要な対応を漏れなく実施

しましょう。 

 

○ 事務処理誤りは経験年数などを問わず誰にでも起こり得るものということを、改めて

意識しましょう。とりわけ所属長等は、決裁時や会議、研修等、様々な場面や機会を捉え

て意識喚起を図り、形骸化しない実効性のあるチェックを行い、適正な業務執行ができ

る体制を確立しましょう。 

 

○ 業務執行に当たっては、上司への報連相を時機を逃さず行いましょう。また、所属長

等は定期的に所属ミーティング等により進ちょく確認を行うなどして、組織的な管理を

徹底しましょう。併せて、業務上の課題や問題点についても、組織的に共有しましょう。 

 

○ 不適切な事案の隠匿等、事後対応の不備は、新たなトラブル等を生み、市民からの信

頼を大きく損なうこととなります。問題や誤りが発生した際は速やかに上司に報告し、

指示を仰ぐなど、組織的な対応を徹底しましょう。 

 

○ 迅速かつ適正な業務執行を行うことが、市民の信頼確保につながります。 
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【主な制度・取組等】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○ 職員が職務の執行に関して受けた要望等を記録化するとともに、不正な要望等に対してはき

然とした対応をすることで、市民から信頼される市政運営を行うことを目的としています。 

○ 不正な要望等には組織としてき然と対応しなければなりません。本条例では、職員が職務の

執行に関して受けた要望は原則全て記録することを義務づけ、組織的に情報を把握し、不正な

要望等に対しては、要望者への警告、捜査機関への告発等の措置を講じることとしています。 

○ こうした要望については決してひとりで抱え込まず、上司に相談するなどして組織的な対応

を行ってください。 

 

○ 公益通報制度は、職場内で法令違反行為がある場合に、労働者から情報提供をしてもらい、

内部から改善していく制度です。 

○ 本市では、職員に限らず市民からも通報を受け付ける窓口を設置しています。さらに、弁護

士が対応する外部窓口も設置しており、そちらにも通報することができます。 

○ 調査が必要な事案については、本市の監察体制に基づいて調査を行い、必要に応じて、是正

措置を講じるよう指示をしています。 

○ 通報者保護の趣旨を踏まえ、通報者に不利益な取扱いをしたり、みだりに通報者を詮索・特

定するような行為をしてはいけません。（公益通報に該当しない情報提供等についても同様） 

京都市職員の公正な職務の執行の確保に関する条例 

 

公益通報制度 

 

 

○ 内部統制とは、地方自治法第１５０条の規定により都道府県及び政令指定都市の長に義務付

けられた取組で、「長自らが、組織目的の達成を阻害する業務上のリスクを把握し、対応策を

講じることで、業務の適正な執行を確保すること」です。 

○ 本市では、財務に関する事務（法定）に加え、発現したときに市民への影響が特に大きいこと

から個人情報管理に関する事務を対象とし、それらの事務に関して、どのようなリスクがある

のか、またそのリスクの重要度はどうか等を、リスク評価シートで見える化しています。 

○ リスク対応策を適切に実施し、適正な業務を遂行してください。 

内部統制制度 

 

 

○ 個人情報の適正かつ厳格な取扱いを行うことは市民の信頼を得るためには極めて重要で

す。 

○ ひとたび個人情報の漏えいが起これば、市民に重大な権利侵害をもたらすおそれがあり、市

政に対する信頼を大きく損ねるということを認識し、常に緊張感を持って適正かつ厳格な取

扱いを心掛けましょう。 

○ 個人情報を含む文書の発送事務等については、複数の職員による確認を行うなど、個人情

報が漏えいしないための手順及び仕組みを確立するとともに、その手順及び仕組みに従った

確実な業務遂行を徹底してください。所属長等も必要に応じ自ら点検しましょう。 

個人情報・情報セキュリティ 
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５ 風通しの良い組織風土の醸成 
 

【具体的な行動】 

□ 職員間のコミュニケーションを密にし、些細なことであっても誰とでも

話し合える関係を構築しましょう 

□ お互いを対等な立場として意思疎通を図りましょう 

□ 仕事や人間関係で悩みが生じた場合は、問題を一人で抱え込まないよ

うにしましょう 

□ 思考停止にならず、新たなことにも挑戦できるよう、組織としてもフォ

ローしましょう 

 

【基本的な考え方】 

○ 日頃からコミュニケーションを密にし、なんでも相談しあえる、風通しの良い職場づく

りに取り組みましょう。とりわけ、管理職員は部下職員の些細な変化を見逃さない組織

運営に努めましょう。 

 

○ 職位や在籍年数等の違いはあっても、職員同士は同じ組織で働く仲間です。お互いを

尊重し、対等な立場として意思疎通を図りましょう。 

 

○ 仕事や人間関係で悩みが生じた場合は、上司・同僚に相談することや、メンタルヘルス

に関する各種相談窓口を積極的に活用するなど、問題を一人で抱え込まないようにし

ましょう。 

 

○ 自らが担当する事務を効率化するなどの業務改善等から始めていき、新たなことに

挑戦することを心がけましょう。そのためには、管理職員や周囲の職員から挑戦を後押

しする組織的なフォローが必要です。 

 

○ 管理職員は職場の問題を広く受け止める姿勢を持ち、問題を聞いたら真摯に受け止

め、誠実に改善に努めましょう。また、その姿勢を組織内部に発信しましょう。 

 

○ 風通しの良い組織を私たち一人ひとりが作り上げていくことで、安心して前向きに仕

事に取り組むことができます。 
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○ 上司部下のコミュニケーションを図るという意味で、職員へのヒアリングは１対１で相談でき

たり、場合によっては必要な指示や指導を行うことができるなど、特に有効な手段です。 

○ また、職場ミーティングは、職員間で意見交換を行うことで、自分とは異なる新たな考えを得

る機会にもなります。コンプライアンス推進月間においても、様々なテーマを用いて実施して

います。普段関わりが少ない職員とも積極的にコミュニケーションを取りましょう。 

【主な制度・取組等】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○ 円滑な職場運営を行うためには、部下職員への指導も必要です。しかし、人事管理・組織風

土の点検結果において、状況により指導の困難さがある場合もあるといったことも明らかに

なりました。適切な指導は、管理職員から時機を逃さず実施することが求められますが、こう

した指導は管理職員だけで完結するものではなく、組織的な対応が求められます。そのため、

局区等の監察担当と連携して対応することも重要であり、必要に応じてコンプライアンス推進

室としてもフォローを行います。 

○ 管理職員は、コンプライアンス推進室が作成しているマニュアルや研修等を活用し、職員に対

する適切な指導、助言につなげてください。 

部下職員への指導 

 

 

○ ハラスメントは、個人の尊厳と人格を不当に侵害し、仕事の円滑な遂行や職場の人間関係

に悪影響を与える重大な問題であり、職員はハラスメントを決して行ってはなりません。 

○ お互いの人格を尊重し合い、相手が必ずしも自分と同じ「常識」や「価値観」を持っていると

は限らないと考えましょう。 

○ 普段からコミュニケーションを大切にし、相手の考えや気持ちを理解し、誤解や行き違いを

生まないように十分留意しましょう。 

○ とりわけ管理職員にあっては、各所属において、ハラスメントと疑われる行為がないか常に

留意し、ハラスメントの防止に努めましょう。 

○ ハラスメント被害を受けた場合は、上司や同僚、ハラスメントに関する相談窓口に相談しま

しょう。管理職員は、問題が生じた場合、迅速かつ適切に対応しましょう。また、職場などでハ

ラスメントが見受けられる場合、職場の同僚として注意を促すとともに、被害者に声を掛けて

相談に乗りましょう。 

ハラスメント対策 

 

【カスタマーハラスメントについて】 

○ 市民応対では、誠実に話をお聞きし丁寧で分かりやすい説明を行うことが大切です。 

○ 一方、職員に対する迷惑行為や、暴行などの悪質な行為は、勤務環境を悪化させ、通常

業務への支障や他の行政サービス利用者へのサービス低下を招く重大な問題であり、本

市として決して認められるものではありません。 

○ 職員に対する迷惑行為等に対し、組織として毅然とした対応を行うとともに、職員が安

心してその能力を十分に発揮し、より質の高い行政サービスを提供できる職場づくりに

取り組みましょう。 

 

職員ヒアリング・職場ミーティング 
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コンプライアンス所管部局 

（行財政局コンプライアンス推進室） 

 

６ コンプライアンス推進体制 
コンプライアンスを推進するに当たっては、職員一人ひとりの規範意識の向上が

重要であることは言うまでもありませんが、組織としても目指すべき姿に向けて全

庁一丸となった継続した取組が重要となります。 

本市では、市長を本部長とするコンプライアンス推進本部の下、コンプライアンス

所管部局、各局区等（所属を含む）と業務所管部局が相互に連携し、コンプライアン

スの推進に努めています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【それぞれの役割】 

コンプライアンス所管部局（行財政局コンプライアンス推進室） 

・ コンプライアンス推進に係る庁内の取組を企画・推進するとともに、各局区等からの相談等に対して、

課題解決に向けてバックアップする。 

業務所管部局（制度所管課） 

・ コンプライアンス所管部局と連携しながら、所管業務を統括する。 

各局区等監察担当 

・ 所属からの報告・相談を受けて、組織的な判断の下、必要な助言・指導を行う。 

管理職員 

・ 所属職員の適正な服務の確保や、良好な職場環境の確保等の日常的な職場管理・職員指導を行う。 

対応に悩んだ場合は、必要に応じて各局区等の監察担当やコンプライアンス所管部局に相談する。 

職員 

・ 京都市職員として高い規範意識を持ち、コンプライアンスを意識するとともに、業務の中で気づいた

些細なことでも共有・相談するなど、職員間のコミュニケーションを図る。 

他任命権 

連

携 

連

携 

業務所管部局 （制度所管課） 

連携 

 

各局区等 

監察担当 

報告・連絡・相談 フォロー・指示 

所属 

管理職員 

職員 

コンプライアンス推進部会（部会長：監察監） 

コンプライアンス推進本部（本部長：市長） 


